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１．はじめに 

 自然現象によって災害が発生したとき，被害の程度に関わらず周辺の観光地において需要が減少すること

がある．その要因についての研究例はいくつか報告されているが，例えば，西村らは観光統計データとアンケ

ート調査により東日本大震災での宿泊需要の減少について分析している 1)．本研究では，観光統計データに基

づいて自然現象発生に伴う観光需要の変化とその要因を定量化することを目指す．本稿では，温泉地として知

られる大分県内の 3市（大分市，別府市，由布市）と神奈川県箱根町を対象として，自然現象発生前における

宿泊者数から発生後の宿泊者数を推定し，宿泊需要の時系列変化を検討した結果を報告する． 

２．大分市・別府市・由布市と箱根町の被害状況 

平成 28 年熊本地震（以降，熊本地震と称す）による熊本県と大分県の主な被害状況 2), 3)を表 1 に示す．大

分県内での住家被害の半数以上は別府市と由布市で生じており，別府市の旅館・ホテルでは一部に被害が発生

したとの報告 4)があるものの，熊本県と比較して総じて大分県の被害は少ない．箱根町では，箱根山大涌谷周

辺における火山活動の活性化（以降，火山活動活性化と称す）に伴って，噴火警戒レベルが平成 27 年 5 月に

1（平常）から 2（火口周辺規制），6月に 2から 3（入山規制）へ引き上げられた 5）．その後，噴火警戒レベル

は 9 月に 2，11月に 1へと段階的に引き下げられ，火山活動は収束した 5)．警戒レベル 3の期間（6月 30日～

9 月 11日）に宿泊施設が一部休業した 5)が，箱根町では火山活動による直接の被害は報告されていない． 

３．宿泊客数の推移 

 本研究では，大分県の観光統計 7)と箱根町の観光実態調査報告書 6)に掲載された 60ヶ月分（平成 24年 1月

から平成 28年 12月）の月別宿泊客数を用いた．図 1に 4市町での宿泊者数の時系列推移を示す．大分県 3市

では平成 28 年 4 月に発生した熊本地震以降，箱根町では平成 27 年 5 月の火山活動活性化以降に宿泊者数が

減少している．その後，大分県 3 市では 3 ヵ月後の平成 28 年 7 月に地震発生前の宿泊者数へ概ね回復してい

る．箱根町では平成 28年 12月まで火山活動活性化前の宿泊者数へ回復できていない．また，大分県 3市では 

平成 24 年 1 月から熊本地震発生前年までの 4 年間，箱根町では火山

活動活性化前年までの 3 年間において，宿泊者数に周期性が認められ

る．4 市町いずれも宿泊客数は毎年 3，8，11 月に多く，2 月および 6

～7 月に少ない．そこで，次式に示す宿泊者数比 

宿泊者数比(𝑖, 𝑗) =
平成 𝑖 年 𝑗 月の宿泊者数

平成 24 年 𝑗 月の宿泊者数
 (1) 
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図 1 宿泊客数の推移 
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によって，算出した結果を図 2 に時系列で示す．大分県 3 市の宿泊者数比は，ばらつきがあるものの平成 28

年 4～6 月を除いて増加傾向が認められる．箱根町では平成 27年 5月～平成 28年 2 月を除いてほぼ一定傾向

にあるが，平成 27年 4月までの宿泊者数比は 1.0前後，平成 28年 3月以降は 0.9前後で推移している． 

４．宿泊者数の推定 

大分県 3 市については平成 24 年から 4年間，箱根町については 3年間における宿泊者数比に，ある程度の

傾向を確認できたが，月ごとのばらつきも大きい．そこで，各年における同月の宿泊者数比を線形近似するこ

とで自然現象発生後の宿泊者数を推定した．得られた推定宿泊者数に対する実宿泊者数の比を推定宿泊者数

比と称して図 3に示す．同図の横軸には，大分 3市では熊本地震が発生した平成 28年 4月，箱根町では噴火

警戒レベルが 1 から 2へ引き上げられた平成 27年 5月を 0 ヶ月として，その 1ヶ月前から平成 28年 12月ま

での経過月数を示している．熊本地震発生直後に大分県 3市の推定宿泊客比が 1.0を下回り地震発生前より宿

泊客数が減少したが，3ヵ月以降では 1.0を超えて発生前の状況に回復し，文献 7)に記載された傾向と一致し

た．箱根町の推定宿泊者数比は，火山活動活性化後 2ヶ月で最小値 0.6を示し火山活動活性化前より大幅に宿

泊客数が減少したが，その後に漸増して 9 ヶ月目に 1.0 を超えた．しかし，9 ヶ月以降は 0.9 前後で推移して

おり火山活動活性化前の状況には回復しておらず，文献 6)に記載された傾向と一致した． 

５．おわりに  

本稿では，同じ観光資源を持ち，近傍で地震や火山活動活性化といった自然現象が発生した 4市町を対象と

して観光需要変化の把握を試みた．自然現象発生前における宿泊者数の傾向をモデル化し，モデルに基づいて

自然現象発生後の宿泊者数を推定，実宿泊者数と比較した結果，異なる自然現象であっても同様のモデル化手

法によって宿泊者数の変動を定量的に把握することができた．今後は，宿泊者の内訳，宿泊施設や観光施設の

空間分布と時系列変動について検討する予定である． 
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